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第62回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第62回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年6月26日（火曜日）午

後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年6月27日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都墨田区錦糸一丁目2番2号

東武ホテルレバント東京　４階 「錦３」

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 (1)第62期（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

　 事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び

　 監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

(2)第62期（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

　 計算書類報告の件

決 議 事 項

第1号議案

第2号議案

取締役（監査等委員であるものを除く。）10名選任の件

監査等委員である取締役１名選任の件

以　上

－ 1 －



　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

　本招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、「連結計算書類の注記」及び「計

算書類の注記」につきましては、法令及び当社定款に基づき、インターネット上

の当社ウェブサイト（http://www.semitec.co.jp/）に掲載しておりますので、本

提供書面には記載しておりません。したがって、本招集ご通知の提供書面は、監

査報告及び会計監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査

をした内容の一部であります。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が

生じた場合は、上記の当社ウェブサイトに、修正後の事項を掲載させていただき

ます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度における世界経済は、緩やかに回復しました。

　この状況下、当企業グループは、各地域、各用途ともに売上が順調に増

加しました。特に医療関連において、数年にわたり取り組んできた血糖値

測定器向けセンサの北米売上が軌道に乗り始めました。当社が温度センサ

を供給する当該血糖値測定器においては、顧客が平成29年秋に、日本にお

いて保険適用を受け、米国においてはＦＤＡの認可を取得するなど、当企

業グループとして、今後拡大が期待されます。また、韓国を主として、Ｈ

ＥＶ・ＥＶ車のバッテリー用センサ販売による自動車関連、検査装置及び

各種設備向けセンサ販売による産業機器関連の売上高が大幅に増加しまし

た。この結果、上場以来過去最高の売上高、営業利益で着地することがで

きました。これは、売上高が堅調であったことに加え、特に利益率の高い

産業機器関連の売上高が利益面で寄与したほか、千葉工場及び製造子会社

における製造コスト削減をはじめとする「省力化」活動が貢献したものと

判断しております。営業外費用において、期末日の為替レートが前連結会

計年度に比べ、円高であったことにより、為替差損111百万円を計上しま

した。また、特別損益においては、中国子会社２社（世美特電子（威海）

有限公司、泰州石塚感応電子有限公司）の出資持分を譲渡したことによる

関係会社出資金売却益（特別利益）178百万円を計上しました。一方で、

上記の出資持分譲渡処理を迅速かつ円満に進めるために、当該中国子会社

の従業員に対し支払った特別退職金（特別損失）134百万円を計上しまし

た。なお、この出資持分譲渡処理完了により、チャイナリスク緩和のため

数年前より進めてきました中国子会社の再編を無事終えることができまし

た。併せて、製造拠点を集約する事で、重複していた間接費の削減にも繋

がるものと期待しております。

　この結果、当連結会計年度の売上高は14,466百万円（前期比10.1％増）、

営業利益は971百万円（前期比34.2％増)、経常利益は897百万円（前期比
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14.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は584百万円（前期比47.3

％増）となりました。

セグメントの業績は、以下のとおりであります。

（日本）

　住設関連及びＯＡ機器関連の売上高は、前連結会計年度に比べやや減少

しましたが、自動車・産業機器関連の売上高は、大幅に増加しました。

また、増産対応の人員増に伴う人件費増加により、製造費用・販売費及び

一般管理費が増加しましたが、利益率の高い産業機器関連の販売や千葉工

場における生産性向上の結果、売上高4,549百万円（前期比6.6％増）、セ

グメント損失275百万円（前期はセグメント損失418百万円）となりまし

た。

（中国）

　家電・情報機器関連及び自動車関連の売上高は、前連結会計年度に比べ

やや減少しましたが、ＯＡ機器・医療関連における新規顧客の獲得や産業

機器関連の需要増により売上高が増加しました。しかしながら、生産拠点

の再編（子会社出資持分譲渡）による製造移管に伴う一時的な費用が増加

した結果、売上高6,440百万円（前期比0.4％増）、セグメント利益681百

万円（前期比20.3％減）となりました。

（その他アジア）

　ＰＣからスマートフォン・タブレットへと切り替わる流れに伴い、ＰＣ

用の温度センサを主とする情報機器関連の売上高は、前連結会計年度に比

べ減少しましたが、韓国において、家電・産業機器・ＯＡ機器関連（中国

からの商流移管含む）及び自動車関連の売上高が増加し、フィリピン・ベ

トナム製造子会社における製造設備の自動機導入・製造工程の効率改善に

より生産性が向上した結果、売上高2,665百万円（前期比40.1％増）、セ

グメント利益376百万円（前期比166.3％増）となりました。

（北米）

　ＯＡ機器関連の売上高は、前連結会計年度に比べやや減少しましたが、

血糖値測定器用センサの需要増による医療関連の増加や、米国ＥＶ車メー

カーへの新規販売により自動車関連の売上高が増加した結果、売上高811

百万円（前期比45.6％増）、セグメント利益184百万円（前期比60.5％

増）となりました。
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地 域 区 分

第 61 期
（平成29年3月期）
（前連結会計年度）

第 62 期
（平成30年3月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比

金 額
（百万円）

構 成 比
（ ％ ）

金 額
（百万円）

構 成 比
（ ％ ）

金 額
（百万円）

増 減 率
（ ％ ）

日 本 4,264 32.5 4,549 31.5 284 6.6

中 国 6,408 48.8 6,440 44.5 31 0.4

その他アジア 1,901 14.5 2,665 18.4 763 40.1

北 米 557 4.2 811 5.6 254 45.6

合 計 13,132 100.0 14,466 100.0 1,334 10.1

（注）上記の日本（地域区分）には、欧州向けの輸出売上高が含まれており、

　　　第61期売上高 650百万円、第62期売上高 641百万円であります。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度の設備投資の総額は637百万円であります。

　その主なものは、新規生産設備構築及び老朽化に伴う生産設備入替等に

よるものであります。

③　資金調達の状況

　　　　重要な資金調達はありません。

　　④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　　　　該当事項はありません。

　　⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　　　　該当事項はありません。

　　⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

　　　　の状況

　　　　該当事項はありません。

　　⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　平成29年６月30日付で世美特電子（威海）有限公司の出資持分の全部を

個人（宋紅雨 氏及び邵麗麗 氏）に譲渡し、平成30年３月31日付で泰州石

塚感応電子有限公司の出資持分の全部を泰州日順電器発展有限公司に譲渡

いたしました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 59 期

(平成27年3月期)
第 60 期

(平成28年3月期)
第 61 期

(平成29年3月期)

第 62 期
(当連結会計年度)
(平成30年3月期)

売 上 高(百万円) 13,054 13,187 13,132 14,466

経 常 利 益(百万円) 1,028 666 781 897

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(百万円) 782 330 396 584

１株当たり当期純利益 (円) 276.49 116.58 140.11 206.21

総 資 産(百万円) 12,868 12,045 13,136 13,565

純 資 産(百万円) 7,903 7,495 7,708 8,224

１株当たり純資産額 (円) 2,784.38 2,646.86 2,722.24 2,899.36

　（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数

　　　　により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総

　　　　数により算出しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。
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　　②　子会社の状況

会社名 資本金
当社の議決権比率

(％）
主要な事業内容

SEMITEC USA CORP. 千米ドル

120

100.0 センサ等の販売

SEMITEC(HONG KONG)CO.,LTD 千香港ドル

56,000

100.0 センサ等の販売

SEMITEC TAIWAN CORP. 千ＮＴドル

6,000

100.0 センサ等の販売

SEMITEC KOREA CO.,LTD 千ウォン

5,360,000

100.0 センサ等の製造及び販売

江蘇興順電子有限公司 千米ドル

5,000

100.0

(2.8)

センサ素子等の製造及び販売

SEMITEC

ELECTRONICS PHILIPPINES INC.

千比ペソ

269,225

100.0 センサ素子等の製造及び販売

感応貿易（深圳）有限公司 千香港ドル

2,000

100.0

(100.0)

センサ等の販売

石塚国際貿易（上海）有限公司 千米ドル

4,200

100.0 センサ等の販売

石塚感応電子（韶関）有限公司 千米ドル

1,600

100.0

(100.0)

センサアッセンブル等の製造

Thai Semitec Co.,Ltd 千タイバーツ

62,700

100.0 センサ等の販売

石塚感応電子（深圳）有限公司 千米ドル

6,000

100.0

(100.0)

センサアッセンブル等の

製造及び販売

SEMITEC Europe GmbH 千ユーロ

50

100.0 センサ等の販売

SEMITEC ELECTRONICS VIETNAM 

CO.,LTD.

千米ドル

1,700

100.0 センサアッセンブル等の

製造及び販売

（注） １.「当社の議決権比率」欄の（内書）は間接所有の割合であります。

 　　　２.前事業年度において清算手続き中でありました世美特電子（威海）有限公司は、当事

　　　　　業年度において、出資持分譲渡へ変更となり、譲渡処理が完了したため連結の対象外

　　　　　となりました。

　　　 ３.前事業年度において連結子会社であった泰州石塚感応電子有限公司は、当事業年度に

　　　　　おいて出資持分譲渡完了となったため、連結の対象外となりました。
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(4) 対処すべき課題
　当企業グループは、売上高・利益の継続的な伸びを目指すために、既存市
場の維持拡大や新たな市場への参入が不可欠と考えております。そのために
は、医療機器・自動車関連の販売力強化、次世代製品への積極的な研究開発
投資、生産拠点の再編や工程改善・生産設備の自動化等による生産コスト改
善を行ってまいります。
　また、中長期的な会社の経営戦略としては、「医療・自動車関連の強化及
び次世代を担う新製品の開発、新規事業の創出」をテーマに以下を進めてま
いります。

　　①　研究開発戦略
　既存製品のシェア拡大や次世代の新製品開発を行うため、以下のテーマ
で開発を進めてまいります。
・「体にやさしい」をコンセプトに、人体への負担軽減を目的とした医
　療機器向けセンサ開発（医療分野）
・環境対応車向けセンサ開発（自動車分野）
・省エネセンサ開発（ＯＡ分野）
・IoT関連モジュール等の高付加価値製品開発（IoT分野）
・温度・光以外（ガス等）の新センサ開発（新分野）

　　②　販売戦略
　ＯＡ機器関連のシェアを維持しながら、医療機器・自動車関連及び家電
関連の拡大に注力してまいります。
　医療関連は、北米・日本・欧州・中国地域を中心に、自動車関連は、日
本・中国・韓国及び北米地域を中心に、積極的な販売活動を行ってまいり
ます。家電関連においては、東南アジア・インド等新興国をターゲットに
拡販・新規開拓を行ってまいります。巨大ビジネスとして成長が期待され
るIoT市場に調査・企画・提案を行い、積極的に参入を目指してまいりま
す。

　　③　生産戦略
　消費地に近い場所での生産（消費地生産）及びコスト競争力を追求した
場所での生産（適地生産）の2つの方針のもと、生産拠点の再編・新拠点
の検討を行ってまいります。また、生産拠点間で製造ノウハウ・改善事項
の情報交換を強化し、生産の移管・集約、生産設備の自動化・工程改善及
び新しい工法開発に努めてまいります。

(5) 主要な事業内容（平成30年3月31日現在）
　当企業グループは、当社及び連結子会社13社で構成されており、温度セン
サをはじめとする各種センサ等の製造、販売を主な事業としております。主
に当社、SEMITEC ELECTRONICS PHILIPPINES INC.及び江蘇興順電子有限公司
で生産したセンサ素子を各生産拠点へ供給し、各生産拠点でアッセンブルし
たセンサを当社を含む販売拠点より国内外へ販売しております。
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(6) 主要な営業所及び工場（平成30年3月31日現在）

   ①　当社

事　業　所　名 所　在　地

本　社 東京都　墨田区

西　日　本　営　業　所 大阪府　大阪市　淀川区

名　古　屋　出　張　所 愛知県　名古屋市　名東区

千　葉　工　場 千葉県　千葉市　花見川区

　 ②　子会社

会　社　名 所　在　地

（生産・販売拠点）

石塚感応電子（深圳）有限公司 中国　広東省

SEMITEC KOREA CO.,LTD 韓国

江蘇興順電子有限公司 中国　江蘇省

SEMITEC ELECTRONICS
VIETNAM CO.,LTD.

ベトナム

（販売拠点）

SEMITEC USA CORP. 米国

SEMITEC(HONG KONG)CO.,LTD 香港

SEMITEC TAIWAN CORP. 台湾

感応貿易（深圳）有限公司 中国　広東省

石塚国際貿易（上海）有限公司 中国　上海市

Thai Semitec Co.,Ltd タイ

SEMITEC Europe GmbH ドイツ

（生産拠点）

SEMITEC ELECTRONICS

PHILIPPINES INC.
フィリピン

石塚感応電子（韶関）有限公司 中国　広東省
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(7) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）

　①　企業集団の従業員の状況

セグメントの名称 従業員数 前期末比増減

日本 211名（84名） +21名（+17名）

中国 1,421名　（―） △261名   （―）

その他アジア 1,292名　（―） +52名   （―）

北米 7名　（―） ―名   （―）

合計 2,931名（84名） △188名（+17名）

（注）１．　従業員数は、当企業グループから当企業グループ外への出向者を除き、当企業グ

ループ外から当企業グループへの出向者を含む就業人員数であります。

　　　２．　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。

　　　　　　臨時従業員には、パート・アルバイトを含み、契約社員・派遣社員を除いており

ます。

　　　３．　臨時従業員の人数の算出方法は、臨時従業員の総労働時間を正社員の１日の所定

労働時間（８時間）で除して算出（小数点以下、四捨五入）しております。

　②　当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

211名

 (84名)

+21名

(+17名)

40.3歳 12.5年

（注）１．　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就

業人員数で算出しております。

　　　２．　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。臨時従業

員には、パート・アルバイトを含み、契約社員・派遣社員を除いております。

　　　３．　臨時従業員の人数の算出方法は、臨時従業員の総労働時間を正社員の１日の所定

労働時間（８時間）で除して算出（小数点以下、四捨五入）しております。

　　　４．　平均年齢、平均勤続年数は、臨時従業員を除いております。
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　(8) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 958百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 623百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 375百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 311百万円

（注）平成30年４月１日付で株式会社三菱東京UFJ銀行は、株式会社三菱UFJ銀行に商号変更し

　　　ております。

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　　　該当事項はありません。

２．株式の状況（平成30年3月31日現在）

　(1) 発行可能株式総数　　　　　　　9,890,000 株

　(2) 発行済の株式総数　　　　　　　2,836,900 株　（うち自己株式 327株）

　(3) 株主数　                          1,788 名

(4) 大株主　（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持株比率（％）

石 塚 興 産 株 式 会 社 706,800 24.91

石 塚 二 朗 531,400 18.73

S E M I T E C 従 業 員 持 株 会 275,465 9.71

石 塚 大 助 160,250 5.64

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 143,700 5.06

石 　 塚 　 み ど り 84,750 2.98

笹 原 邦 夫 23,000 0.81

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 23,000 0.81

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 20,600 0.72

石 塚 淳 也 20,000 0.70

（注）１．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　　　２．平成30年４月１日付で株式会社三菱東京UFJ銀行は、株式会社三菱UFJ銀行に商号変

　　　　　更しております。
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３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況（平成30年3月31日現在）

新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成22年６月29日

新 株 予 約 権 の 数 60個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 　　　　　　　　　　　　　6,000株

新 株 予 約 権 の 発 行 価 格 無償

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり　　　 　　　185,000円
（１株当たり　　　　　　　　　　　 1,850円）

権 利 行 使 期 間
平成24年6月29日から
平成32年6月28日まで

行 使 の 条 件

新株予約権は、新株予約権者が権利行使時点におい
て、当社の取締役又は従業員（管理職者）及び当社
子会社の取締役のいずれかの地位を有している場
合に行使することができる。ただし、任期満了によ
る退任、定年退職による場合、その他取締役会が正
当な理由があると認めた場合は退任又は退職後１
年以内に限って行使できるものとする。
その他の条件は、新株予約権者は、行使しようとす
る新株予約権につき、当社と本新株予約権者との間
において締結する「新株予約権割当契約」を遵守し
なければ、新株予約権を行使することはできない。

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 を 除 く ）

新株予約権の数　　　　　　　　　　　　20個

目的となる株式数　　　　　　　　　 2,000株

保有者数　　　　　　　　　　　　　　　 1人

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

新株予約権の数　　　　　　　　　　　 ― 個

目的となる株式数　　　　　　　　　　 ― 株

保有者数　　　　　　　　　　　　　　 ― 人

（注）監査等委員でない社外取締役の保有分はありません。

　(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

　　　の状況

　　　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役の状況（平成30年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 石 塚 二 朗

代 表 取 締 役 社 長 石 塚 淳 也

取 締 役 申 　 莊 淳 韓国事業本部長

取 締 役 福 　 英 晴 千葉工場長

取 締 役 石 塚 大 助 車載事業本部長

取 締 役 神 山 　 準 千葉副工場長

取 締 役 高 橋 克 司 南アジア事業本部長

取 締 役 豊 井 義 次 欧米営業本部長 兼 管理本部管掌

取 締 役 李 旭 中国事業本部長

取締役(監査等委員) 中 野 眞 一
公認会計士中野眞一事務所代表 兼

長谷川香料株式会社 社外監査役

取締役(監査等委員) 伊 藤 眞 義 株式会社サンコーシヤ 代表取締役社長

取締役(監査等委員) 佐 瀬 正 俊 アルファパートナーズ法律事務所代表

（注）１．取締役中野眞一氏、取締役伊藤眞義氏及び取締役佐瀬正俊氏は、社外取締役でありま

す。

２．取締役中野眞一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

　　度の知見を有しております。

３．取締役佐瀬正俊氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有

　　しております。

４．当社は、中野眞一氏、伊藤眞義氏及び佐瀬正俊氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５．監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた

　　組織的な監査を実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、

　　常勤の監査等委員を選定しておりません。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と各監査等委員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、あらかじめ定めた額と法令の

定める最低責任限度額とのいずれか高い額としております。

(3) 当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 　 　 数 報 酬 等 の 額

取締役（監査等委員を除く） 9名 183,368千円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

4名
(3名)

12,000千円
(11,100千円)

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

13名
(3名)

195,368千円
(11,100千円)

（注）１．上記には、平成29年６月27日開催の第61回定時株主総会終結の時をもって退任した取

　　締役（監査等委員）１名に対する報酬を含んでおります。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成27年６月25日開催の第59回定時株主総会において、取締

　　役（監査等委員を除く）について年額500百万円を上限（ただし、使用人分給与は含

　　まない。）、取締役（監査等委員）について年額50百万円を上限と決議いただいてお

　　ります。
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(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　・取締役監査等委員中野眞一氏は、公認会計士中野眞一事務所代表及び長

谷川香料株式会社の社外監査役であります。当社と兼職先との間には特

　　別の関係はありません。

　・取締役監査等委員伊藤眞義氏は、株式会社サンコーシヤの代表取締役社

長であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

　・取締役監査等委員佐瀬正俊氏は、アルファパートナーズ法律事務所の代

表であります。同法律事務所の同氏以外の弁護士と当社の間において、

法律顧問業務等の委託取引があり、弁護士報酬は、他の法律事務所の弁

護士と同様の条件で決定しております。

②　会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は業務執行者でない役員

　　との親族関係

　　該当事項はありません。

③　当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役
（監査等委員）

中 野 眞 一

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査等

委員会16回のうち16回に出席いたしました。公認会計士

としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行って

おります。また、監査等委員会において、内部統制監査に

ついて適宜、必要な発言を行っております。

取締役
（監査等委員）

伊 藤 眞 義

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査等

委員会16回のうち16回に出席いたしました。企業経営な

どの分野における豊富な経験と高い見識に基づき、また経

営陣から独立した視点で、意思決定及び業務執行の適法

性・妥当性・適正性を確保するための助言、提言を適宜行

っております。

取締役
（監査等委員）

佐 瀬 正 俊

平成29年６月27日就任以降、当事業年度に開催された取締

役会13回のうち12回、監査等委員会13回のうち12回に出席

いたしました。弁護士としての専門的見地から、取締役会

において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す

るための発言を行っております。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人　トーマツ

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

31,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

　　　　　に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

　　　　　ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

　　　　　ます。

２．当社の重要な子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の監査を受

　　けております。

３．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

　　積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計

　　監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項

目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監

査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任

後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

　当社が、会社法及び会社法施行規則に基づき、取締役会において業務の適

正を確保するための体制について決議した概要は次のとおりであります。

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　当社の全ての役員は、社会規範・倫理そして法令などの遵守により公正

かつ適切な経営の実現と市民社会との調和をはかる。この実践のため、「グ

ループ行動規範」及び「コンプライアンス規程」に従い、率先垂範して会

社全体の企業倫理の遵守及び浸透をはかり、横断的なコンプライアンス体

制の整備及び問題点の把握に努める。

②　当社は取締役の職務執行を監査する権限を持つ監査等委員会を設置し、

取締役の職務執行について厳正な監視を行うことにより、職務の執行が法

令及び定款に適合することを確保する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務の執行にかかる情報（取締役会議事録、稟議書等）は文書

（電磁的記録を含む）によって保存する。

②　その取扱いについては「文書保存規程」に基づき、適切に保存及び管理

を行い、必要に応じて常時閲覧可能な状態にする。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　｢経営危機管理規程｣に基づき、あらゆるリスクに備えた損失の未然防止

と、事故発生時の被害を極小化するために適切な対応をはかる。

②　事故発生時には、重要性により代表取締役社長または所轄役員を本部長

とする対策本部を設置し、顧問弁護士等、専門家の意見を参考に損害の拡

大を防止することで、迅速な危機の解決並びに回避をはかる。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　毎月1回の定例取締役会と必要に応じて臨時取締役会にて重要事項を付

議する。付議すべき重要事項については「取締役会規程」、「職務権限規

程」に規定する。

②　取締役会の決定に基づく業務執行については「組織規程」、「業務分掌

規程」に基づき、これを執行する。
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（5）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　当社は使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

め、「グループ行動規範」及び「コンプライアンス規程」の実践的運用と

徹底を行う体制を構築する。

②　これらに基づき、法律や社内規程などの遵守にとどまらず、役員及び使

用人が全て同じ倫理観・価値観を共有し、広く社会に貢献する企業となり、

当社の企業価値の向上をはかる。

③　法令を遵守する経営の透明性とコンプライアンスの強化に向けて、社長

を委員長とし、顧問弁護士を委員に含むグループ倫理委員会を設置し、よ

り高い倫理観に基づいた事業活動を行うよう指導する。また、これらの活

動は定期的にグループ倫理委員会に報告されるものとする。

④　内部監査室は各部門の業務活動が法令、及び会社の方針、規程、規則、

基準等に準拠し、適正に遂行されているかを内部監査し、不適切な事項に

ついては改善の勧告・指導を行う。

⑤　「内部通報規程」に基づき、使用人等からの組織的または個人的な法令

違反等に関する相談または通報に対し、適正な処理を行う仕組みを構築す

る。

 

（6）当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制

①　グループ会社における業務適正を確保するため、当社は「関係会社管理

規程」に基づいて当社グループ全体を統合した経営を行う体制を構築する。

②　グループ会社の経営状態を把握するため、各グループ会社を管理する所

管部門から、月次決算書を始め経営上の重要な情報を提出させ、関係役員、

社長に回覧する。

③　グループ会社の内部監査は、当社の内部監査室が定期的に実施する。

 

（7）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締

役からの独立性に関する事項

　監査等委員会に関する庶務事項については監査等委員会の要請に基づい

て、監査等委員室がこれを担当する。監査等委員会がその職務を補助すべ

き使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員会と協議のう

え、補助すべき使用人に関する体制を整備するものとする。
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（8）取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委

員会への報告に関する体制

①　取締役及び使用人は監査等委員会に対して、法定の事項に加えて当社及

び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、取締役の職務執行に関して不

正行為、法令・定款に違反する重大な事項が発生する可能性、もしくは発

生した場合は、その事実があればその都度報告する体制を構築する。

②　監査等委員会はいつでも必要に応じて取締役及び使用人に対して上記内

容の報告を求めることができることとする。

③　「内部通報規程」により管理本部に通報された事項に関し、監査等委員

会が知るべき内容であれば監査等委員会に情報が提供される体制を整える。

　　④　監査等委員へ報告を行った者に対して、当該報告をしたことを理由とし

　　　て解雇その他の不利な取扱いを行うことを当社グループにおいて禁止する。

（9）監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査等委員会は各部門の監査調書を社長及び関係取締役に提出し、監査

結果を報告する。また、監査等委員会は定期的に社長と監査内容について

話し合い、意見交換を行うこととする。

②　社内の重要稟議書は決裁後監査等委員会がいつでも閲覧でき、問題点が

あれば関係者に監査等委員会意見として指摘がなされ、監査等委員会意見

が実行される仕組みとなっており、監査等委員会はいつでも必要に応じて

取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

③　監査等委員会は会計監査人及び内部監査室とそれぞれ期初に監査方針、

監査計画等を打ち合わせるなど、定期的な会合を含み緊密な連携を図るこ

とで監査の実効を高めることとする。

④　内部監査室は「内部監査規程」に基づき、年間スケジュールに従って各

部門の業務内容を監査し、監査結果は必要に応じて監査等委員会に報告さ

れることとする。

⑤　当社は、監査等委員がその職務の執行に必要な費用について前払いまた

　は償還の請求をしたときは、速やかに当該費用を処理する。
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【当該体制の運用状況の概要】

当該事業年度の、上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の主な

概要は以下のとおりであります。

1.　取締役会を16回開催し、法令等に定められた事項や経営方針・予算の策

定等経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役間の意思疎通を図

り相互に業務執行を監督いたしました。

2.　監査等委員会を16回開催し、監査方針や監査計画を協議決定するととも

に、取締役の職務執行、法令・定款等の遵守状況について監査いたしまし

　　　た。

3.　財務報告の信頼性確保のため、実施計画に基づき内部監査室が内部統制

評価を実施し、会計監査人とも連携して監査いたしました。

4.　経営会議を12回開催し、連結ベースでの経営状況の進捗管理を当社グル

ープ全体で行い共有するとともに、各子会社及び各本部の重要事項の審議

並びに重要な職務執行の報告を受け、その確認を行いました。

5.　情報セキュリティ委員会を開催し、情報セキュリティに関するマネジメ

ント体制及びその運用状況を確認いたしました。

6.　倫理委員会を開催し、情報・意見交換を行いました。

７．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主への還元を第一として、配当原資確保のための収益力を強化

し、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。

また配当の決定機関は、取締役会であります。

　内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開のための設備資金及

び研究開発費用等に投入していくこととしております。なお、当社は中間配

当を行うことができる旨を定款に定めております。

　平成30年３月13日に設立60周年を迎え、加えて当事業年度は、売上高及び

営業利益につきまして、上場以来過去最高を更新することが出来ました。

これまでの株主の皆様のご支援に感謝の意を表するとともに、当事業年度の

業績ならびに今後の事業展開等を勘案の上、1株あたり30円00銭（普通配当

20円00銭・特別配当10円00銭）とすることといたしました。

－ 20 －



連　結　貸　借　対　照　表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

10,055,011

3,196,870

3,415,000

1,363,310

627,499

594,601

864,842

△7,113

3,510,346

3,097,059

1,017,204

1,089,779

621,194

107,881

260,999

73,393

25,755

29,250

18,387

339,894

240,775

763

102,545

△4,190

（負　債　の　部）

流 動 負 債 4,283,374

支払手形及び買掛金 1,282,427

短 期 借 入 金 1,750,000

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

230,001

リ ー ス 債 務 16,646

未 払 法 人 税 等 104,028

そ の 他 900,270

固 定 負 債 1,057,738

長 期 借 入 金 288,008

長 期 未 払 金 159,220

リ ー ス 債 務 46,520

繰 延 税 金 負 債 268,911

退職給付に係る負債 284,449

そ の 他 10,629

負 債 合 計 5,341,113

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 7,880,732

資 本 金 767,477

資 本 剰 余 金 647,945

利 益 剰 余 金 6,466,103

自 己 株 式 △794

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額

343,513

その他有価証券評価差額金 2,856

為替換算調整勘定 334,209

退職給付に係る調整累計額 6,447

純 資 産 合 計 8,224,245

資 産 合 計 13,565,358 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,565,358
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連　結　損　益　計　算　書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 14,466,831

売 上 原 価 9,672,019

売 上 総 利 益 4,794,811

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,823,682

営 業 利 益 971,128

営 業 外 収 益

受 取 利 息 11,295

受 取 配 当 金 291

受 取 保 険 料 7,715

受 取 技 術 料 7,900

助 成 金 収 入 1,407

作 業 く ず 売 却 益 16,992

雑 収 入 27,158 72,761

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9,817

固 定 資 産 売 却 損 8

為 替 差 損 111,234

固 定 資 産 除 却 損 11,726

雑 損 失 13,645 146,432

経 常 利 益 897,457

特 別 利 益

関 係 会 社 出 資 金 売 却 益 178,079 178,079

特 別 損 失

減 損 損 失 13,540

特 別 退 職 金 134,820 148,361

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 927,176

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 297,283

法 人 税 等 調 整 額 45,293 342,576

当 期 純 利 益 584,599

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 584,599
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 762,852 643,320 5,938,137 △315 7,343,995

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 4,625 4,625 9,250

剰余金の配当 △56,633 △56,633

親会社株主に
帰属する当期
純 利 益

584,599 584,599

自己株式の取
得

△478 △478

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額 ( 純 額 )

連結会計年度中の変動額合計 4,625 4,625 527,965 △478 536,737

当 期 末 残 高 767,477 647,945 6,466,103 △794 7,880,732

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算調整勘
定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利 益 累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 1,948 380,447 △17,854 364,541 7,708,536

連結会計年度中の変
動 額

新 株 の 発 行 9,250

剰余金の配当 △56,633

親会社株主に
帰属する当期
純 利 益

584,599

自己株式の取
得

△478

株 主 資 本 以 外 の
項目の連結会計年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

907 △46,238 24,302 △21,028 △21,028

連結会計年度中の変動額合計 907 △46,238 24,302 △21,028 515,708

当 期 末 残 高 2,856 334,209 6,447 343,513 8,224,245
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貸　借　対　照　表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,252,831

    638,002

   469,076

    1,281,831

    416,271

    139,387

    99,791

    415,761

    760,756

    31,951

4,005,133

1,137,120

354,944

4,314

158,119

20,214

95,017

504,510

39,807

9,247

29,250

1,309

2,828,205

1,329,602

1,067,063

457,600

27,217

△53,278

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 3,481,194

支 払 手 形     462,847

買 掛 金     564,470

短 期 借 入 金     1,750,000

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

    230,001

リ ー ス 債 務     16,646

未 払 金     154,330

未 払 費 用     225,333

未 払 法 人 税 等 15,770

預 り 金     13,289

設備関係支払手形 48,172

前 受 金    332

固 定 負 債 775,015

長 期 借 入 金     288,008

長 期 未 払 金 159,220

リ ー ス 債 務 46,520

繰 延 税 金 負 債 10,091

退 職 給 付 引 当 金 262,175

そ の 他 9,000

負 債 合 計 4,256,210

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 4,001,755

資 本 金 767,477

資 本 剰 余 金 671,477

資 本 準 備 金 671,477

利 益 剰 余 金 2,563,594

利 益 準 備 金 24,000

その他利益剰余金 2,539,594

固定資産圧縮積立金 21,554

別 途 積 立 金 3,248,800

繰越利益剰余金 △730,759

自 己 株 式 △794

純 資 産 合 計 4,001,755

資 産 合 計 8,257,965 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,257,965
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損　益　計　算　書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 5,655,157

売 上 原 価 3,909,644

売 上 総 利 益 1,745,513

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,026,565

営 業 損 失 △281,052

営 業 外 収 益

受 取 利 息 18,319

受 取 配 当 金 347,635

受 取 手 数 料 35,697

雑 収 入 7,989 409,640

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,321

為 替 差 損 57,383

雑 損 失 8,123 73,827

経 常 利 益 54,760

特 別 利 益

関 係 会 社 出 資 金 売 却 益 13,949 13,949

税 引 前 当 期 純 利 益 68,710

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 29,294

法 人 税 等 調 整 額 △463 28,831

当 期 純 利 益 39,879
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株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固定資産圧

縮 積 立 金
別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 762,852 666,852 666,852 24,000 22,524 3,248,800 △714,975 2,580,348 △315 4,009,738

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 4,625 4,625 4,625 ― 9,250

固定資産圧縮積立
金 の 取 崩

△970 970 ― ―

剰余金の配当 △56,633 △56,633 △56,633

当 期 純 利 益 39,879 39,879 39,879

自己株式の取得 △478 △478

事業年度中の変動額合計 4,625 4,625 4,625 ― △970 ― △15,784 △16,754 △478 △7,982

当 期 末 残 高 767,477 671,477 671,477 24,000 21,554 3,248,800 △730,759 2,563,594 △794 4,001,755

純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 4,009,738

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 9,250

固定資産圧縮積立
金 の 取 崩

―

剰余金の配当 △56,633

当 期 純 利 益 39,879

自己株式の取得 △478

事業年度中の変動額合計 △7,982

当 期 末 残 高 4,001,755
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月９日

Ｓ Ｅ Ｍ Ｉ Ｔ Ｅ Ｃ 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 城 戸 和 弘 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙 原 　 透 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＳＥＭＩＴＥＣ株式会社の平成29年４月１日から平成30年

３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

　連結計算書類に対する経営者の責任

　　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適

　正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す

　るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　監査人の責任

　　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す

　ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

　監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監

　査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

　は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及

　び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

　ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連す

　る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

　た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　監査意見

　　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

　ＳＥＭＩＴＥＣ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をす

　べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　利害関係

　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月９日

Ｓ Ｅ Ｍ Ｉ Ｔ Ｅ Ｃ 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 城 戸 和 弘 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙 原 　 透 ㊞

　　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＳＥＭＩＴＥＣ株式会社の平成29年４月１日から平成

　30年３月31日までの第６２期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重

　要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。

　計算書類等に対する経営者の責任

　　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明

　細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

　属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　監査人の責任

　　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す

　る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

　査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

　理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

　る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリ

　スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

　ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及び

　その附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及

　びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示

　を検討することが含まれる。

　　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　監査意見

　　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

　準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

　に表示しているものと認める。

　利害関係

　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

－ 28 －



監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第62期事業年度における取締役の職務の執行につい

て監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該

決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に

ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しまし

た。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席

し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社について

は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に

関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記）

について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月16日
　　　　　　　　ＳＥＭＩＴＥＣ株式会社　監査等委員会

　　　　　　　　　　監査等委員　　中　野　眞　一　㊞

　　　　　　　　　　監査等委員　　伊　藤　眞　義　㊞

　　　　　　　　　　監査等委員　　佐　瀬　正　俊　㊞

（注）監査等委員中野眞一氏、伊藤眞義氏及び佐瀬正俊氏は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定

　　　する社外取締役であります。

以　上
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　　　　　　　　　株主総会参考書類

　第１号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）10名選任の件

　取締役（監査等委員であるものを除く。）全員（９名）は、本総会終結の時

をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の強化のため１名を増

員し、取締役10名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者

について適任であると判断しております。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、 当社における地位、 担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当社の株式数

1
いし

石
づか

塚
じ

二
ろう

朗

 （昭和26年５月14日）

昭和50年４月

昭和54年４月

昭和56年２月

平成元年５月

平成２年５月

平成23年10月

平成25年６月

平成27年６月

沖電気工業株式会社入社

当社入社

当社専務取締役

当社代表取締役専務

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長（現任）

　 531,400株

2
いし

石
づか

塚
じゅん

淳
や

也

 （昭和42年２月28日）

平成５年４月

平成16年４月

平成21年６月

平成22年10月

平成25年６月

平成26年８月

平成27年４月

平成27年６月

瀬戸電子株式会社入社

当社入社

当社取締役

当社取締役生産本部長

当社取締役経営企画本部長

当社取締役管理本部長　兼　営

業本部長

当社取締役経営企画本部長　兼

営業本部長

当社代表取締役社長（現任）

　　20,911株
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候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、 当社における地位、 担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当社の株式数

3
いし

石
づか

塚
だい

大
すけ

助

 （昭和52年１月24日）

平成13年４月

平成17年２月

平成21年４月

平成22年４月

平成22年６月

平成24年４月

平成25年６月

平成26年８月

平成28年４月

平成30年４月

株式会社サンコーシヤ入社

当社入社

当社生産統轄副本部長

当社素子事業本部長

当社取締役素子事業本部長

当社取締役技術本部長

当社取締役千葉工場長

当社取締役生産本部長

当社取締役車載事業本部長

当社取締役副社長（現任）

　 161,161株

4
しん

申
 

　
ざん

莊
すぅん

淳

 （昭和29年４月１日）

昭和61年５月

平成５年９月

平成21年６月

平成22年10月

平成23年６月

平成23年10月

平成25年６月

平成26年４月

平成30年４月

株式会社シンドリコー入社

株式会社ＵＮＩＤＵＳ社長

当社取締役

当社取締役営業本部長

当社代表取締役副社長

当社代表取締役社長

当社取締役東アジア事業本部長

当社取締役韓国事業本部長

当社取締役韓国事業本部担当

（現任）

　　15,000株

5
かみ

神
やま

山
 

　
じゅん

準

 （昭和30年12月31日）

昭和59年４月

平成12年４月

平成15年７月

平成16年６月

平成20年５月

平成25年６月

平成30年４月

当社入社

当社品質保証部長

当社技術本部長

当社取締役技術本部長

当社取締役品質保証本部長

当社取締役千葉副工場長

当社取締役品質保証本部担当

（現任）

　　15,090株
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候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、 当社における地位、 担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当社の株式数

6
たか

高
はし

橋
かつ

克
し

司

 （昭和36年12月23日）

昭和59年４月

平成16年２月

平成16年４月

平成20年６月

平成24年11月

平成25年６月

平成26年４月

加賀電子株式会社入社

当社入社

当社社長室長

当社取締役社長室長

当社取締役中国事業本部長

当社取締役華南事業本部長

当社取締役南アジア事業本部長

（現任）

　　12,124株

7
とよ

豊
い

井
よし

義
つぐ

次

 （昭和33年10月15日）

昭和58年４月

平成20年５月

平成20年８月

平成22年６月

平成24年11月

平成27年６月

平成29年10月

加賀電子株式会社入社

当社入社

当社経理部長

当社取締役管理本部長

当社取締役欧米営業本部長

当社取締役欧米営業本部長 兼

管理本部長

当社取締役欧米営業本部長 兼 

管理本部管掌（現任）

　　　 817株

8
り

李
う

旭

 （昭和45年９月９日）

平成10年４月

平成12年11月

平成17年５月

平成21年９月

平成23年４月

平成26年４月

株式会社ＵＮＩＤＵＳ入社

SEMITEC KOREA CO.,LTD入社

世美特電子（威海）有限公司

総経理

泰州石塚感応電子有限公司

副総経理

石塚国際貿易（上海）有限公司

総経理(現任)

当社取締役中国事業本部長

（現任）

　　　 912株
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候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、 当社における地位、 担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当社の株式数

※

9
じゅう

十
もん

文
じ

字
 

　
ゆう

裕
 

　
じ

司

 （昭和39年8月７日）

平成元年11月

平成20年10月

平成23年５月

平成26年９月

平成28年４月

平成30年４月

株式会社大泉製作所入社

株式会社大泉製作所

自動車事業一部事業部長

武漢華工新高理電子有限公司入

社副総経理

当社入社

当社技術本部部長

当社技術本部長（現任）

　　　  ―株

※

10
やなぎ

柳
だ

田
たけ

健
みつ

充

 （昭和43年6月27日）

昭和62年４月

平成17年４月

平成19年８月

平成22年10月

平成25年４月

平成27年４月

平成30年４月

当社入社

当社生産本部部長

当社生産統轄本部工場長

SEMITEC ELECTRONICS 

PHILIPPINES INC.社長

江蘇興順電子有限公司総経理

当社品質保証本部長

当社生産本部長（現任）

　　　 500株

（注）1．※印は、新任の取締役候補者であります。

　　　2．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　3．各候補者の所有する当社株式の数は、当期末（平成30年３月31日）現在の株式数

　　　　 を記載しております。また、当社役員持株会における本人持分を含めて記載して

　　　　 おります。
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　第２号議案　監査等委員である取締役1名選任の件

　監査体制の強化を図るため、監査等委員である取締役を１名増員することと

いたしたく、監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏　名

（生年月日）

略歴、 当社における地位、 担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する

当社の株式数

ふく

福
 

　
ひで

英
はる

晴

 （昭和30年１月17日）

昭和50年３月

昭和57年６月

平成14年４月

平成15年７月

平成16年６月

平成19年10月

平成21年４月

平成22年10月

平成24年４月

平成26年８月

平成28年４月

平成29年４月

平成30年４月

マグナ通信工業株式会社入社

当社入社

当社営業部長

当社営業本部長

当社取締役営業本部長

当社取締役営業統轄本部長

当社取締役技術本部長

当社取締役

当社取締役営業本部長

当社取締役技術本部長

当社取締役技術本部長 兼

生産本部長

当社取締役千葉工場長

当社取締役営業統轄本部 兼 技術

本部・開発本部担当（現任）

　　   15,090株

（注）1．新任の監査等委員である取締役候補者であります。

　　　　　 2．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　　　 3．候補者の所有する当社株式の数は、当期末（平成30年３月31日）現在の株式数を

　　　　　　　記載しております。また、当社役員持株会における本人持分を含めて記載してお

　　　　　　　ります。

　　　　　 4．当社は、福　英晴氏が監査等委員である取締役に選任された場合、福　英晴氏と

　　　　　　　の間で会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責

　　　　　　　任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく監査等委員であ

　　　　　　　る取締役の責任限度額は、あらかじめ定めた額と法令に定める最低責任限度額と

　　　　　　　のいずれか高い額となります。

以上
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株主総会会場ご案内図

会　場　東京都墨田区錦糸一丁目２番２号

東武ホテルレバント東京　４階 「錦３」

電　話　03（5611）5511

錦糸公園

丸井

国道14号 京葉道路
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至 両国

ＪＲ総武線

最 寄 駅
ＪＲ総武線　錦糸町駅北口ロータリーを出て北斎通りを両国方面へ徒歩３分。
東京メトロ半蔵門線　錦糸町駅３番出口より北斎通りを両国方面へ徒歩３分。


